
水災害リスク情報の空白域解消に向けて
～浸水想定区域図の作成・周知～

交通基盤部

令和３年7⽉豪⾬における⻩瀬川の状況（牧堰橋上流︓沼津市⼤岡・⻑泉町下⼟狩） 1

千曲川（長野県長野市）千曲川（長野県長野市）

気候変動に伴う豪雨の頻発化・激甚化への対応

⻄⽇本豪⾬ 東⽇本台⾵（台⾵19号）年 出来事

２０１５ 関東東北豪⾬
２０１６ （北海道・岩⼿）豪⾬
２０１７ 九州北部豪⾬
２０１８ ⻄⽇本豪⾬
２０１９ 東⽇本台⾵（台⾵19号）
２０２０ 令和２年７⽉豪⾬
２０２１ 令和３年７⽉豪⾬

近年の⾃然災害
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防災・減災の取組強化
（流域治⽔の推進）

⽔防災意識社会の再構築

流域のあらゆる関係者が連携して取り組む防災・減災への転換

〇近年、全国各地で激甚な⽔災害が頻発しており、今後も気候変動の影響により降⾬量の増⼤等
が想定される。

〇流域のあらゆる関係者が連携して防災・減災に取り組むことが重要。

小田川（岡山県倉敷市）

令和５年度 水管理・国土保全局関係予算概算要求資料より引用

小田川



水害リスク情報の空白域解消

【令和３年７⽉ ⽔防法改正】洪⽔浸⽔想定区域の指定対象を全ての河川」に拡⼤

〇近年の⽔害では、浸⽔リスクが⽰されていない場所で⼈的被害が発⽣しており、⽔害リスク
情報の充実が求められている。

阿武隈川洪水浸水想定区域図

阿武隈川における被害範囲と浸⽔想定（令和元年台⾵19号）

台風19号浸水推定図（国土地理院作成）

５９河川
洪⽔浸⽔想定区域 新たに作成

⽔害リスク情報の空⽩域を解消

４４７河川＜静岡県＞
県管理河川

太⽥川、都⽥川、瀬⼾川など
（洪⽔予報河川・⽔位周知河川） 全ての河川 3

水害リスク（洪水・高潮・津波）の周知

ハザードマップを作成・周知
【⽔防法第15条第３項、津浪防災地域づくりに関する法律第55条】

市町の「地域防災計画」に必要事項を規定
【⽔防法第15条第３項、津浪防災地域づくりに関する法律第54条】

洪⽔浸⽔想定
区域の指定

【⽔防法第14条】

⾼潮浸⽔想定
区域の指定

【⽔防法第14条の3】

津波浸⽔想定の
設定

【津波防災地域づくりに
関する法律第8条】

ハザードマップ作成までの流れ（⽔防法・津波防災地域づくりに関する法律）

津波災害警戒
区域の指定

【津波防災地域づくりに
関する法律第53条】

県

市町

市町

＜洪⽔＞ ＜⾼潮＞ ＜津波＞
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（国）
※洪⽔のみ

〇⽔害リスクの周知には市町との連携が不可⽋。



住民等の円滑かつ迅速な避難行動のために
〇市町がハザードマップを作成・整備した後にも、住⺠が継続的にハザードマップの内容の理解
を深める⼯夫が必要。

⻄⽇本豪⾬（倉敷市真備地区）の
アンケート調査

静岡県住⺠意識調査

同地区で被災した住民の多くがハザードマッ

プの存在を知っていたものの、内容まで理解し

ていた方は少数だった。

ハザードマップを
見たことがある

43.0％

風水害・土砂災害のリスクがある地域の周辺に居住する県民であっても、ハザードマップを認知している割合

は４割程度にとどまっている。

※静岡県住民意識調査「大雨による災害と防災情報に関するWEB アンケート」より
調査期間：平成31 年2 月27 日～3 月4 日 調査対象者：県内で「洪水・土砂災害リスクのある地域の周辺に居住」する成人男女3,192 人

第1回平成30年7月豪雨による水害・土砂災害からの避難に関するワーキング
グループ（内閣府）資料より引用

兵庫県⽴⼤ 阪本准教授調査
ハザードマップを知っていたか

知らなかった
25％

内容を
理解していた

24％

⾒たことはある
51％

ハザードマップの
内容を理解していた

24.0％
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〇交通基盤部の役割は以下のとおり。
・地域の⽔害リスク、⽔害発⽣メカニズム、減災のための⾏動等、正確な理解を市町担当者に促す。
・市町による地区等への防災に関する説明を補助し、住⺠等とのリスクコミュニケーションを活
性化させる。

県による市町⽀援

市区町 公助

住⺠等（個⼈） ⾃助

「ハザードマップ」作成・利活⽤ ⾃治会、⾃主防災組織
地域コミュニティ 等 共助

「地区防災計画」の作成等

個々の避難⾏動の整理等

１ 市町職員への助⾔

２ 地区、住⺠等への防災情報の
周知の徹底

災害時に
「誰が」
「何を」
「どこまで」
「どのように」を明確化

① 居住地等の⽔害リスクを
認識

② 適切な避難⾏動の認識
③ 避難⾏動をとるタイミン

グの認識

県

県市区町
職員

＋

<助⾔＞

地域
コミュニティ

⾃治会 等

リスクコミュニケーション

（説明・解説）
<補助＞ 個⼈個⼈個⼈個⼈

「マイ・タイムライン」
の検討

県による市町支援（水害リスクの住民等への周知）

市区町
職員
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県による市町支援（水害リスクの住民等への周知）

マイ・タイムライン研修会
（袋井市友永︓三川コミュニティーセンター）

令和元年７⽉２５⽇開催

〇全市町を対象とした講習会等を毎年実施していく。(新ビジョンの活動指標）
〇「わたしの避難計画」や「マイ・タイムライン」など県⺠⼀⼈ひとりが⽔害をわがごとと
して捉え、避難等の防災⾏動の実効性が⾼められるよう市町⽀援する。
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「わたしの避難計画」（危機管理部）


